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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： アントラキノン 
CAS 番号： 84-65-1 

化審法官報公示整理番号： 4-686 
化管法政令番号：  
RTECS 番号： CB4725000 
分子式： C14H8O2 
分子量： 208.21 
換算係数：1 ppm = 8.52 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式：  

 

O

C

C

O  

（2）物理化学的性状 

本物質は黄色の針状晶である1)。 

融点 286℃2),3)、286℃(昇華) 4)、283.5～285℃5) 

沸点 377℃(760mmHg) 2), 3)、379℃4)、381℃4)、 
379～381℃(760mmHg)5)  

密度 1.438 g/cm3 (20℃)2)  

蒸気圧 1.16×10-7 mmHg(=1.55×10-5Pa) (25℃)5) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 3.394),5),6) 

解離定数（pKa） 7.405) 

水溶性（水溶解度） 1.4 mg/1000g(25℃) 2)、1.35 mg/L (25℃) 5) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  
好気的分解（分解性の良好な物質7)） 
分解率： BOD 52.3%、GC 88.1%、UV-VIS 75.7% 
 （試験期間：3 週間、被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）8) 

 
化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：1.5×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN9)により計算） 
半減期：3.6 日～36 日（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 10) と仮定し、

1 日は 12 時間として計算） 

［1］アントラキノン        
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加水分解性 
 環境中で加水分解性の基を持たない11) 

 
生物濃縮性 
 生物濃縮係数(BCF)：21（BCFBAF12)により計算） 
 
土壌吸着性 

土壌吸着定数(Koc)：275613)～1741613)（幾何平均値13)より計算：5207） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の輸出量14)、輸入量14)の推移を表 1.1 に示す。「化学物質の製造・輸入数量に関する

実態調査」によると、本物質の平成 13 年度及び平成 19 年度における製造（出荷）及び輸入

量は 1,000～10,000t/年未満である15),16)。OECD に報告している本物質の生産量は、1,000～
10,000t/年未満である。 

 
表 1.1 輸出量･輸入量の推移 

平成（年） 12 13 14 15 16 

輸出量（t） 3,298 1,857 1,353 3,734 2,030 

輸入量（t） 457 228 277 298 300 

平成（年） 17 18 19 20 21 

輸出量（t） 1,388 1,319 2,437 2,813 1,542 

輸入量（t） 106 124 176 0.2 0 
注：普通貿易統計[少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より 

 
本物質の需要量の推移を表 1.2 に示す17)。 

 
表 1.2 需要量の推移 

年 2004 2005 2006 2007 2008 

染料用・その他（t） 600 500 400 400 400 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、酸性染料、媒染染料、建染染料、分散染料など広範囲の染料の中間

体18)とされ、最近はパルプ蒸解の添加剤、過酸化水素の製造の水素キャリアとして利用され

ている19)。本物質は、アントラキノン系染料の出発原料として重要とされている18)。 

 
 



      
1 アントラキノン  

 3 
 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は水環境保全に向けた取組のための要調査項目に選定されている。 
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２．ばく露評価 

生態リスクの初期評価のため、水生生物の生存・生育を確保する観点から、実測データをも

とに基本的には水生生物の生息が可能な環境を保持すべき公共用水域における化学物質のばく

露を評価することとし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則と

して最大濃度により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）第一種指定化学物質ではないため、排出量

及び移動量は得られなかった。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III Fugacity モデ

ル1)により媒体別分配割合の予測を行った。予測結果を表 2.1 に示す。 

 
表 2.1 Level Ⅲ Fugacity モデルによる媒体別分配割合（％） 

媒 体 大 気 水 域 土 壌 大気/水域/土壌 
排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 0.1 0.0 0.0 0.0 

水 域 0.4 61.3 0.1 2.0 

土 壌 99.2 0.1 99.9 96.6 

底 質 0.3 38.6 0.0 1.3 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 各媒体中の存在状況 

媒 体 幾何 
平均値 a) 

算術 
平均値

最小値 最大値 a) 検出 
下限値

検出率 調査地域 測定年度 文 献 

             

公共用水域・淡水   µg/L <0.02 0.18 <0.02 6.6 0.02 3/40 全国 2007 2) 

  <0.04 <0.04 <0.04 0.059 0.04 1/3 全国 2006 3) 

             

公共用水域・海水   µg/L <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/5 全国 2007 2) 

  <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 b) 0.04 0/4 全国 2006 3) 

  － 0.006 <0.003 0.068 0.003 18/42 福岡県 1995 4) c) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g 0.016 0.022 <0.015 0.07 0.015 6/12 全国 1989 5) 
  0.034 0.37 <0.018 3 0.018 4/9 全国 1988 6) 

                      

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.015 <0.015 <0.015 0.07 0.015 1/11 全国 1989 5) 
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媒 体 幾何 
平均値 a) 

算術 
平均値

最小値 最大値 a) 検出 
下限値

検出率 調査地域 測定年度 文 献 

  0.026 0.32 <0.018 2.4 0.018 2/8 全国 1988 6) 

             

注：a）最大値または幾何平均値の欄の太字で示した数字は、ばく露の推定に用いた値を示す 
  b）統一検出下限値未満の値として0.0028 µg/Lが得られている 
  c）洞海湾内7地点について、水深0 mから2 m毎に測定を行なった結果 

 

（4）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.3 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水

では 6.6 µg/L 程度、海水では概ね 0.02 µg/L 未満となった。 

 
表 2.3 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 
淡 水 

 
海 水 

0.02 µg/L 未満程度 (2007) 
 
概ね 0.02 µg/L 未満 (2007) 

6.6 µg/L 程度 (2007) 
 
概ね 0.02 µg/L 未満 (2007) 

  注：1) （  ）内の数値は測定年度を示す 
        2)  淡水は河川河口域を含む 
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３．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.1 のとおりとなっ

た。 
本物質は紫外線による毒性の増加が懸念されるため、本初期評価では環境リスクの観点から、

紫外線照射量について通常の条件を大きく逸脱した知見は PNEC 導出の根拠には用いないこと

とした。 
  

表 3.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露

期間[日]
光条件 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類 ○  16.4 Oscillatoria 
perornata 藍藻類 IC50   GRO 4 40W冷白色蛍光灯 

21～27µE/m2/s 
B C 4)-2010070

  ○ <20.8*1 Oscillatoria cf. 
chalybea 藍藻類 NOEC  GRO 5 蛍光灯 

20～28µE/m2/s 
B C 1)-18707

  ○ 35.3*2 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

NOEC  
GRO(RATE) 3 人工照明 

4,000 lux D C 3)* 3 

 ○  >35.3*2 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

EC50  
GRO(RATE) 3 人工照明 

4,000 lux D C 3)*3 

 ○  370*4 Scenedesmus armatus 緑藻類 EC50   GRO 1 蛍光灯 
380-690nm:64W/m2 B B 4)-2010072

 ○  1,040 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 IC50   GRO 4 40W冷白色蛍光灯 

21～27µE/m2/s 
B C 4)-2010070

  ○ ≦20,800*5 Anabaena sp. 藍藻類 NOEC  GRO 5 蛍光灯 
20～28µE/m2/s 

C C 1)-18707

  ○ ≦20,800*5 Pediastrum simplex 緑藻類 NOEC  GRO 5 蛍光灯 
20～28µE/m2/s 

C C 1)-18707

  ○ ≦20,800*5 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  GRO 5 蛍光灯 

20～28µE/m2/s 
C C 1)-18707

甲殻類 ○  94.2 Americamysis bahia アミ科 LC50  MOR 2 UV-A 397µW/cm2 
UV-B 134µW/cm2 B B 1)-18274

 ○  95.1*6 Procambarus clarkii アメリカザリ

ガニ 
LC50  MOR 4 40W蛍光灯 

16時間明/8時間暗 
C C 4)-2010071

 ○  231 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 可視光:56µmol/m2/s 
16時間明/8時間暗 

B B 1)-86087

 ○  >238*2 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 室内光 
800 lux以下 

A A 2) 

  ○ >333*7 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 室内光 
800 lux以下 

A A 2) 

 ○  >2,150 Americamysis bahia アミ科 LC50  MOR 2 UV-A 9.70µW/cm2 
UV-B 3.37µW/cm2 B B 1)-18274

魚 類 ○  >240*2 Pimephales promelas ファットヘッ

ドミノー 
LC50  MOR 4 16時間明/8時間暗 A A 1)-12859

 ○  >400*2 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 室内光 
1000 lux以下 

A A 2) 

 ○  10,500 Oreochromis 
mossambicus カワスズメ LC50  MOR 2 不明 C C 1)-2614 



      
1 アントラキノン  

 7 
 

生物群 
急

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露

期間[日]
光条件 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

その他  ○ <10*8 Lemna gibba イボウキクサ NOEC  GRO 8 
模擬太陽光SSR: 
UV-A:UV-B=100:10:1
,100µmol/m2/s 

B B 1)-20429

  ○ <60*9 Lemna gibba イボウキクサ NOEC  GRO 8 光合成有効放射PAR:
蛍光灯,100µmol/m2/s 

B B 1)-20429

 ○  500 Lemna gibba イボウキクサ EC50  GRO 8 
模擬太陽光SSR: 
UV-A:UV-B=100:10:1
,100µmol/m2/s 

B B 1)-20429

 ○  1,500 Lemna gibba イボウキクサ EC50  GRO 8 光合成有効放射PAR:
蛍光灯,100µmol/m2/s 

B B 1)-20429

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、IC50 (Median Inhibition Concentration) : 半数阻害濃度、 
LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、LOEC (Lowest Observed Effect Concentration) : 最小影響濃度、 
NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 
GRO (Growth) : 生長（植物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、 
REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 
FCC (Final Cell Concentration [or Counts])：試験終了時の藻類の細胞密度（または細胞数）より求める方法 
 

*1 文献では LOEC 20.8µg/L (0.1µM)が報告されている 
*2 限度試験（毒性値を求めるのではなく、定められた濃度において毒性の有無を調べる試験）より得られた値 
*3 文献 2）をもとに、試験時の実測濃度（幾何平均値）を用いて速度法により 0-72 時間の毒性値を再計算したものを掲載 
*4 設定濃度に基づき算出した 24 時間 EC50値の実測濃度(0、24 時間の幾何平均)より算出した値 
*5 文献では LOEC >20,800µg/L (>100µM)が報告されている 
*6 外挿値 
*7 最高濃度区（分散可能最高濃度）においても影響はみられなかった 
*8 文献では LOEC 10µg/L が報告されている 
*9 文献では LOEC 60µg/L が報告されている 
 
 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度(PNEC) 導出のために採用した。その知見の概

要は以下のとおりである。 

 
1） 藻類 

Tukaj ら 4)-2010072は、緑藻類 Scenedesmus armatus の生長阻害試験を実施した。試験には密閉容器

が使用され、0.1％CO2が通気された。設定試験濃度は 0（助剤対照区）、0.156、0.31、0.625、
1.250mg/L（公比 2）であった。試験培地には液体 Bristol 培地(BBM)が使用され、試験溶液は 0.1％
(v/v)ジメチルスルホキシド(DMSO)を助剤として調製された。この濃度の DMSO は、藻類の生

長や光合成、呼吸、SOD 活性に対して有意な影響を与えなかった。設定濃度に基づく 24 時間半

数影響濃度(EC50)は 560µg/L と報告されているが、この濃度の 0、24 時間後の実測濃度の幾何平

均に基づき、24 時間 EC50は 370µg/L とした。 
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2） 甲殻類 

Pelletier ら 1)-18274は、アミ科 Americamysis bahia (= Mysidopsis bahia) の急性毒性試験を実施し

た。試験は止水式、UV 照射下 (UV-A：397µW/cm2, UV-B：134µW/cm2)で行われた。設定試験

濃度は、0（対照区、助剤対照区）、1、3、10、30、100µg/L（公比約 3）であった。試験溶液は、

濾過海水（塩分 30）を試験用水に、アセトンを助剤に調製された。被験物質の実測濃度は、試

験開始時には設定濃度の 105％であったが、48 時間後には試験開始時の 81.5％が減少した。毒

性値の算出には、回帰式で補間した実測濃度が用いられた。48 時間半数致死濃度(LC50)は
94.2µg/L であった。 
また、環境庁 2)は OECD テストガイドライン No. 211(1998)に準拠し、オオミジンコ Daphnia 

magna の繁殖試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式(24 時間毎換水、テフロンシー

ト被覆)で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、0.020、0.042、0.089、0.190、0.400mg/L 
（公比 2.1）であった。0.400mg/L は被験物質の分散可能最高濃度であった。試験溶液の調製に

は、試験用水として Elendt M4 飼育水が、助剤としてテトラヒドロフラン 100mg/L が用いられ

た。被験物質の実測濃度は、換水後及び換水前に、それぞれ設定濃度の 88～119％、60～117%
であり、毒性値の算出には実測濃度（時間加重平均）が用いられた。最高濃度区においても有

意な影響は見られず、繁殖阻害に関する 21 日間無影響濃度(NOEC)は、333µg/L 超とされた。 

 
3） 魚類 

Geiger ら 1)-12859は、ファットヘッドミノーPimephales promelas の急性毒性試験を実施した。試

験は流水式(28.8 倍容量換水／日)で行われ、設定試験濃度は、0（対照区）、0.25mg/L（限度試験）

であった。試験用水には、ろ過または未ろ過スペリオル湖水または脱塩素水道水が用いられ、

硬度は約 44.3mg/L(CaCO3換算）であった。被験物質の平均実測濃度は、試験期間を通して設定

濃度の 94～102％であり、毒性値の算出には回収率により補正された実測濃度が用いられた。被

験物質ばく露による死亡は見られず、96 時間半数致死濃度(LC50)は 240µg/L 超とされた。 

 
4） その他 

Mallakin ら 1)-20429は、米国 ASTM (E1415-91, 1991)や Greenberg ら(1992)、Huang ら(1993)の試

験方法に従って、イボウキクサ Lemna gibba の生長阻害試験を実施した。試験は半止水式(48 時

間毎換水)で行われ、模擬太陽光(SSR；可視光：61µmol/m2/s, UV-A：4.4µmol/m2/s, UV-B：0.45 
µmol/m2/s）が照射された。設定試験濃度は 0（助剤対照区）、及び 0.01～10µg/mL（対数希釈）

であった。試験溶液は、1/2 Hunter 培地を用いて、0.1%(v/v)ジメチルスルホキシド(DMSO)を助

剤に調製された。8 日間半数影響濃度(EC50)は 500µg/L であった。8 日間無影響濃度(NOEC)は
10µg/L 未満とされた。 

 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 

 
急性毒性値 
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藻類 Scenedesmus armatus 生長阻害；24 時間 EC50  370µg/L 
甲殻類 Americamysis bahia 48 時間 LC50  94.2µg/L 
魚類 Pimephales promelas 96 時間 LC50  240µg/L 超

その他 Lemna gibba 生長阻害；8 日間 EC50   500µg/L 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他生物について信頼でき

 る知見が得られたため］ 
 これらの毒性値のうち、限度試験やその他生物の値を除いた小さい方の値（甲殻類の

94.2µg/L）をアセスメント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 0.94µg/L
が得られた。 

 
慢性毒性値 
甲殻類 Daphnia magna 繁殖阻害；21 日間 NOEC 333µg/L 超 
その他 Lemna gibba 生長阻害；8 日間 NOEC 10µg/L 未満

 甲殻類では、分散可能な最高濃度区で影響が見られなかったため、慢性毒性値に基づく PNEC
は設定しなかった。 

 
 本物質の PNEC としては甲殻類の急性毒性値から得られた 0.94µg/L を採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 3.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 0.02µg/L未満程度(2007) 6.6µg/L程度(2007) 7 

公共用水域・海水 概ね0.02µg/L未満(2007) 概ね0.02µg/L未満(2007) 

0.94 
µg/L 

<0.02 

注：1) 水質中濃度の( )内の数値は測定年度を示す  
   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 
 
 

 
 
 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域で 0.02µg/L 未満程度、海水域

では概ね 0.02µg/L 未満であり、いずれも検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定

された予測環境中濃度(PEC)は、淡水域で 6.6µg/L 程度、海水域では概ね 0.02µg/L 未満であった。 

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］
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予測環境中濃度(PEC)と予測無影響濃度(PNEC)の比は淡水域で 7、海水域では 0.02 未満となる

ため、詳細な評価を行う候補と考えられる。 
本物質については、水生植物が高い感受性を有している可能性を考慮し、詳細な評価を行う

ことが望ましいと考えられる。 
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